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女性の活躍の場を広げるために取り組み
を推進してきた結果、「市の審議会等の女
性登用率」は令和３年度で40.5％（目標値
40.0％）と、計画策定年（平成28年度）と比
較すると＋8.7ポイントとなりました（図表
10）。

女性の活躍の場を広げるために取り組み
を推進してきた結果、「市の審議会等の女
性登用率」は令和３年度で40.5％（目標値
40.0％）と、計画策定年（平成28年度）と比
較すると8.7ポイント増となりました（図表
10）。

前回の推進会議での指摘で「＋8.7ポイン
ト」から「8.7ポイント増」に変更しています。

16

また、市職員の管理職に占める女性の割
合は、増加傾向にあるものの、課長補佐
以上は横ばいで推移しています（図表11）

図表11「市役所における女性の管理職登
用状況」

また、市職員の管理監督職に占める女性
の割合は、増加傾向にあるものの、課長
補佐以上は横ばいで推移しています（図
表11）

図表11「市役所における女性の管理監督
職登用状況」

前回の推進会議での指摘で「管理職」か
ら「管理監督職」に変更しています。

　本市では、男女共同参画社会の実現に
向けた各種施策を総合的・計画的に推進
するため、平成25年３月に「第２次鳥栖市
男女共同参画行動計画及び鳥栖市ＤＶ被
害者支援基本計画」を策定しました。
　
（１）性別にかかわりなく個人の能力を発
揮できる男女共同参画社会の実現のため
の意識・社会基盤の改革

本市では、平成25年３月に「第２次鳥栖市
男女共同参画行動計画及び鳥栖市ＤＶ被
害者支援基本計画」を策定し、男女共同
参画社会の実現に向けた各種施策を総
合的かつ計画的に推進してきました。

1

14

（１）男女共同参画社会実現のための意
識・社会基盤の改革

前回の推進会議での指摘で「平成25年3
月に」の語順を変更しています。

前回の推進会議での指摘で見出しのタイ
トルを変更しています。
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23・28

【第３次鳥栖市男女共同参画行動計画の
計画体系】の中の「基本目標2　男女が共
に自立して安心・安全に暮らせるまちの実
現」
「基本目標3　男女が生き生きと働きともに
支える社会づくり」

「具体的施策６　女性のライフステージに
応じた支援」

23

【第３次鳥栖市男女共同参画行動計画の
計画体系】の中の「基本目標2　男女が生
き生きと働きともに支える社会づくり」
「基本目標3　男女が共に自立して安心・
安全に暮らせるまちの実現」

「具体的施策１１妊娠・出産・育児期及び
子育て家庭への支援」

前回の推進会議での指摘で、国・県の計
画の基本目標の順番に合わせ、「基本目
標２」と「基本目標３」の順番を入れ替えて
います。変更前は「「基本目標2　男女が
生き生きと働きともに支える社会づくり」
「基本目標3　女が共に自立して安心・安
全に暮らせるまちの実現」でした。それに
伴い、基本目標に付随している主要施策
と具体的施策の順番も変わっています。

具体的施策11について、前回の推進会議
で、具体的な取り組みにまで言及されてお
り他の具体的施策と様相が異なるような
感じがするし、子育て関連等の別の分野
計画で対応する施策のように見受けられ
ると指摘があり、名称を「女性のライフス
テージに応じた支援」に変えましたが、今
回、各課の事業の調査の際、対象となる
事業に「女性」限定ではない事業も含まれ
ているいう指摘があり、名称を変えていま
す。

「具体的施策６　子育てに関するライフス
テージに応じた支援」
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「基本目標１　人権尊重に基づく男女共同
参画の意識の形成」

23・24

「基本目標１　人権尊重に基づく男女共同
参画の意識・基盤づくり」

前回の推進会議で、基本目標１につい
て、「基盤づくり」という言葉が入っている
が、主要施策の中でどのように推進してい
くのかが見えないという指摘がありまし
た。また、「基盤づくり」と書くなら、具体的
に基盤づくりに取り組むような施策が必要
ではないかの意見があり、「基盤づくり」か
ら「意識の形成」に変更しています、各種
啓発活動の内容等は、各課に事業照会し
た結果、講演会、セミナー、市報やホーム
ページ等での啓発広報であり、その内容
に大きな変更はありませんでした。そし
て、この各種啓発活動の目的は、意識の
形成であることから、この名称にしていま
す。


